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先日より秋田県内は大雨による影響が出ております。災害時に関する労働基準法等の Q&A について簡単にご紹

介します。（厚労省：自然災害時の事業運営における労働基準法や労働契約法の取扱いなどに関するＱ＆Ａより抜

粋） 

 

Q1 災害により、事業場の施設・設備が直接的な被害を受け労働者を休業させる場合、労働基準法第２６条の

「使用者の責に帰すべき事由」による休業に当たるでしょうか。 

A1 天災事変等の不可抗力の場合は、使用者の責に帰すべき事由に当たらず、使用者に休業手当の支払義務は 

ありません。ここでいう不可抗力とは、①その原因が事業の外部より発生した事故であること、②事業主が

通常の経営者として最大の注意を尽くしてもなお避けることのできない事故であることの２つの要件を満

たすものでなければならないと解されています。 

災害により、事業場の施設・設備が直接的な被害を受け、その結果、労働者を休業させる場合は、休業の

原因が事業主の関与の範囲外のものであり、事業主が通常の経営者として最大の注意を尽くしてもなお避

けることのできない事故に該当すると考えられますので、原則として使用者の責に帰すべき事由による休

業には該当しないと考えられます。 

 

Q2 災害により、事業場の施設・設備は直接的な被害を受けていませんが、取引先や鉄道・道路が被害を受け、

原材料の仕入、製品の納入等が不可能となったことにより労働者を休業させる場合、「使用者の責に帰すべ

き事由」による休業に当たるでしょうか。 

A2 取引先への依存の程度、輸送経路の状況、他の代替手段の可能性、災害発生からの期間、使用者としての

休業回避のための具体的努力等を総合的に勘案し、判断する必要があると考えられます。 

 

Q3 災害に伴う災害復旧の業務等のため、労働者から請求のあった日に、年次有給休暇を与えることが困難な

場合にはどのようにすればよいでしょうか。 

A3 年次有給休暇については、使用者は、労働者が請求する時季に与えなければならないと定められています

（労働基準法第３９条第５項本文）。ただし、労働者が請求した時季に年次有給休暇を与えることが事業の

正常な運営を妨げる場合には、使用者は他の時期に年次有給休暇を与えることができると定められていま

す（同項ただし書）。 

したがって、災害に伴う災害復旧の業務等への対応を行うに当たって、労働者が請求する時季に年次有給

休暇を与えることが、事業の正常な運営を妨げる状況にある場合には、他の時期に与えることができます。 

 

上記のほか、解雇や賃金の支給についても Q&Aがありますが、できるだけ労働者の不利益のないように話し合

い、労働者と協力して事業継続するよう努めてください。 

 
労働保険・社会保険・人事労務・年金等について疑問や悩み、相談がありましたら 

長谷部 崇 まで お問い合わせください。 
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